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企業年金等の状況

厚年基金からの移行

＜うち14年度以降：298基金＞

解散基金：460基金(平成20年12月31日)

加入者数：約550万人(平成20年12月31日)

代行返上

将来返上(14.4～)869基金
＜うち過去返上(15.9～)806基金＞

4475事業主(平成20年6月1日) 
件数：4,402件(平成20年12月31日)

確定拠出年金

企業型

個人型

中小企業退職金共済制度

加入者数：298万人(平成20年12月31日)

＜うち新規導入243件＞

厚生年金基金

確定給付企業年金

加入者数：474万人(平成21年1月1日)
【ピーク時(8年度末):1,883基金】

件数：619基金<単連121、総合498>
(平成20年12月31日) 

適年からの移行

厚生年金基金

(平成20年12月31日)

件数：455,661件

適年からの移行
適格退職年金

受託件数：73,582件（平成14年3月31日）

(平成24年3月31日で廃止)

231事業主
(平成20年12月31日) 

14年度以降の移行

15,933事業所(平成20年12月31日)

将来返上後解散
件数：54基金(平成20年12月31日)

解 散

解 約

加入者数：917万人(平成14年3月31日)

29,321件（平成20年9月30日）

397万人(平成20年9月30日)

件数：1,737基金(平成14年3月31日) 

加入者数：1,087万人(平成14年3月31日)
【ピーク時(9年度末):1,225万人】

事業主数：11,286事業主(平成20年12月31日)

規約数：2,915件(平成20年12月31日)

加入者数：307万人(平成20月11月30日)

加入者数：9.9万人(平成20年11月30日)
5,141事業主
(平成20年12月31日) 

＜注＞適格退職年金から確定拠出年金及び中小企業退職金共済制度への移行数は、適格退職年金契約の全部又は一部を解除することにより、資産移換を行っている実施事業主数である。

減少数：44,261件

減少数：520万人

適年からの移行

70事業主(平成20年6月1日)
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加入者数（万人）

厚生年金基金数と加入者数（設立形態別）の推移
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（注１）平成14年度までは全基金の加重平均、平成15年度以降は調査に回答があった基金の加重平均。
（注２）修正総合利回り（％）＝（総合収益÷期中平均残高）×100 

厚生年金基金に係る修正総合利回りの推移

【出典：企業年金連合会「資産運用実態調査」 】
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平成21年度与党税制改正大綱 確定拠出年金関係

（１） 企業型確定拠出年金に導入される個人拠出（いわゆるマッチング拠出）の掛金は、その全額を

所得控除の対象とする。（法律改正事項）

（２） 確定拠出年金の拠出限度額について、次のとおり引き上げる。（政令改正事項）

① 企業型

イ 他の企業年金がない場合 月額 ４．６万円 → 月額 ５．１万円

ロ 他の企業年金がある場合 月額 ２．３万円 → 月額 ２．５５万円

② 個人型（第2号）

・ 企業年金がない場合 月額 １．８万円 → 月額 ２．３万円

○ 平成21年度税制改正の具体的内容

○ 施行時期

平成22年1月1日 （予定）

○ 基本的な考え方

１．事業主拠出額と個人拠出額の合計が拠出限度額の

範囲内であること。

２．個人拠出額が事業主拠出額を超えないこと。

②マッチング拠出
（従業員拠出←①≧②）

①事業主拠出

事
業
主
拠
出
限
度
額

従
業
員
拠
出
限
度
額

４．６万円


